別記第１号様式（第３条関係）    (記載例)
公衆浴場営業許可申請書
平成○○年○○月○○日
　　北海道帯広保健所長　様      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　○○市○○町西○丁目○番地○                     　
　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　                        　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○         
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　年　○　月　○○日生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　法人にあっては、その名称、事務所の所在地、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名を記載すること。         
　　公衆浴場法第２条第１項の規定により、許可を受けたいので申請します。
　１　公衆浴場の名称及び所在地
        　　○○の湯

        　　○○市○○条○○丁目○番○号

　２　公衆浴場の種類　　　　
        　　その他の浴場　(温泉、温湯、蒸気）

　　　　　普通浴場、福利厚生浴場及びその他の浴場の別を記載し、（　）の中に、温湯、潮湯、温泉、蒸気等のうち使用するものを記載すること。なお、温泉又は医薬品等を原料とした薬湯を使用する場合は、その成分、用法、 用量及び効能を記載した書面を添付すること。
　３　営業施設の構造設備（次の事項を記載した図書を添付すること。）
　　（１）設計概要書
　　　　（各室の構造及び規模、設備の構造並びに使用する材料の種別を記載すること）
　　（２）設置しようとする公衆浴場を中心とした半径600メートル以内の見取図
　　　　（縮尺は1/1000から1/2000までとし、最も近い既設の普通浴場との距離について記載すること）
　　（３）配置図
　　　　（縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内の建築物の位置及び敷地に接する道路を記載すること）
　　（４）平面図
　　　　（縮尺、方位、間取り、各室の用途、出入口、窓及び客室内の設備の位置を記載すること）
　　（５）浴室、サウナ室及び浴槽の縦断面図
　　（６）給水、給湯及び蒸気等の配管図
　４　汚水の処理方法
         ○○下水道

　５　使用水の種類（用途別に記載すること）
         温泉(浴槽水)、○○市上水道(上がり湯）

  ６　設置しようとする公衆浴場が条例第２条の３第２号から第５号までのいずれかに該　　　当するときは、その旨
　　　　条例第２条の３の２に該当

　７　条例第３条第１項ただし書の規定の適用を受けようとするときは、その理由及び条
　　例第８条第９号に規定する措置等の方法
         該当なし

　８　公衆浴場法施行細則第２条第２項前段の規定の適用を受けようとするときは、その理由
         該当なし

　９　その他の特殊浴場にあっては、その入浴料金の額
         ○○○○円

１０　工事着手予定年月日
         令和○○年○○月○○日

１１　工事落成予定年月日
         令和○○年○○月○○日
注　法人にあっては、定款又は寄附行為の写しを添付すること。
　
公衆浴場法施行条例(抜粋）
（適用除外）

第２条の３　前条第１項の公衆浴場の設置の場所の配置の基準は、次の各号に掲げる公衆　　　　　浴場の営業の許可に係る場合については、適用しない。

　　　　１　福利厚生浴場を設置しようとするとき。

　　　　２　その他の浴場（家族ぶろを除き、かつ、当該その他の浴場の入浴料金が物　　　　　　価統制令（昭和21年勅令第118号）に基づく公衆浴場の入浴料金の統制額　　　　　　の５倍以上の額であるものに限る。）を設置しようとするとき。

　　　　２の２　既設の普通浴場に家族ぶろを併設しようとするとき。

　　　　３　温泉を加温しないで使用する公衆浴場（家族ぶろを除く。）で知事が認める　　　　　　ものを設置しようとするとき。

　　　　４　普通浴場の営業者が、天災、事変、火災その他の事由により、同一の場所に　　　　　普通浴場を新築し、増築し、又は改築して引き続きこれを経営しようとすると　　　　　き。

　　　　４の２　普通浴場の営業者が生前においてその営業を相続人に譲渡し、当該相続　　　　　　　人が引き続き同一の場所で当該普通浴場を経営しようとするとき。

　　　　５　法人である営業者が解散した後、その法人の解散の際代表者であった者が、　　　　　引き続き同一の場所で当該公衆浴場を経営しようとするとき。

（施設の基準）

第３条　公衆浴場には、入浴者用の出入口、脱衣室、洗場、浴槽及び便所を、男子用と女　　　子用とに区別して設けなければならない。ただし、福利厚生浴場又はその他の浴場　　　であって知事が出入口等を男子用と女子用とに区別して設ける必要がないと認めた　　　ものにあっては、男子用と女子用の区別をしないことができる。

　　２　公衆浴場（乳児が通常利用しないものを除く。）には、脱衣室で使用する衛生的　　　な乳児用寝台を備えなければならない

 （その他の措置）

第８条　営業者は、次の各号の措置をしなければならない。

　　１　浴槽水は、常に豊富に補給し、かつ、毎日取り替えること。

　　１の２　連日使用型循環浴槽水の取替えは、前号の規定にかかわらず、１週間に１回　　　　　以上行うこと。

　　１の３　気泡発生装置、シャワー設備その他の大気中に多数の液体の微粒子を発生さ　　　　　せる設備には、連日使用型循環浴槽水を使用しないこと。

　　１の４　気泡発生装置等の空気の取入口から土ぼこりが入らないようにすること。

　　２　浴槽水は、随時温度計で検温し、常に適温に保つこと。ただし、温泉を加温する　　　ことなく使用する浴場については、この限りでない。

　　３　公衆浴場法施行規則（昭和23年厚生省令第27号）第１条第３号の薬湯の場合は、　　　同条の申請書に付記した配合分量を常に維持すること。

　　４　上がり湯は、常に清潔に保ち、欠乏しないようにすること。

　　５　浴室又は脱衣室の利用しやすい場所に、飲用に適する証明を経た飲用水を供給す　　　る設備を設けること。

　　５の２　洗い場には、適当な数の洗いおけ及び腰掛けを備え、毎日洗浄し、定期的に　　　　　消毒すること。

　　６　入浴者にタオル、くし又はヘアブラシを貸与する場合は新しいもの又は消毒した　　　ものとし、かみそりを貸与する場合は新しいもののみとすること。

　　７　浴室内においては、入浴者に排便その他不潔な行為をさせないこと。

　　８　保護を要する老幼病者で適当な保護者のないものは、入浴させないこと。

　　９　12歳以上の男女を混浴させないこと。

　　10　蒸気パイプ等は、直接入浴者に接触しないようにすること。

　　11　サウナ室及びサウナ設備には温度調節装置を備え、サウナ室には非常警報装置を　　　備えること。

　　12　サウナ室には、ボイラーを設けないこと。

　　13　サウナ室及びサウナ設備には、その利用基準温度を表示し、温度計を適当な位置　　　に設置するとともに、必要に応じて湿度計を設置すること。

公衆浴場施行細則(抜粋)
第２条第２項　条例第２条第２号に規定する福利厚生浴場についての前項第７号の規定の　　　　　適用については、主として身体障害者、老齢者等に利用させる福利厚生浴場で　　　　　知事の承認を受けたものに係る場合にあっては同号の規定の適用はないものと　　　　　し、その他の福利厚生浴場に係る場合にあっては同号中「3.3平方メートル」　　　　　とあるのは「1.65平方メートル」とする。

